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 中国黒竜江省医学技術交流事業費（平成 2年度開始）道 地域医療推進局地域医療課 

 昭和 61 年度の北海道知事と中国黒竜江省長との友好提携議定書に基づき、保健医療面の交流を進める

ため、保健医療技術者の受入を行う。 

  受入人数 １名 

  期 間 10 日間 

（121 千円） 

 

 准看護師試験等施行費 地域医療推進局医務薬務課 

 有資格者の充足を図るため、准看護師の試験を行う。 

（5,298千円） 

 

 看護職員等研修事業費（昭和 48年度開始） 地域医療推進局医務薬務課 

 看護教員養成講習会未受講の専任教員並びに実習施設の看護職員に研修を行い、専任教員と実習指導者

の確保、資質の向上を図る。 

また、看護師等養成所の専任教員のキャリア別研修を行い、看護基礎教育の充実を図る。 

  専任教員等養成講習会   １回    40 名 

  実習指導者講習会     １回    160 名 

  特定分野実習指導者講習会 １回    40 名 

  看護教員看護技術向上研修（新任期） ７箇所 延 70 名 

  看護教員看護技術向上研修（中堅期） ２回   50名 

（31,589 千円） 

 

 地域保健関係職員研修事業費（平成 7年度開始） 健康安全局地域保健課 

 多様化する住民のニーズに適切に対応するために、保健所、市町村等の地域保健関係者に対し、地域保

健対策の理念を踏まえた幅広い研修を実施し、社会変化に即した知識、技術を習得させ、資質の向上を図

る。 

 ・保健所管轄別研修 

 ・保健所機能強化研修 

 ・職種別研修（医師、歯科医師、保健師、管理栄養士、歯科衛生士、理学・作業療法士等） 

（7,808千円） 

 

 

 

地域医療を担う医師、看護職員等の養成・確保に向けた仕組みづくり 
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 ナースセンター事業費（平成 14年度開始）道「再掲」 地域医療推進局医務薬務課 

 看護職員の再就業者の確保を図るため、就業相談、求人・求職の斡旋などを行う。 

  委 託 先 公益社団法人北海道看護協会 

  事業内容 ナースバンク事業、訪問看護支援事業、「看護の心」普及事業 

（46,290 千円） 

 

 看護師等養成所指定指導調査費（平成 28年度開始） 地域医療推進局医務薬務課 

 保健師助産師看護師法に基づく保健師、助産師、看護師、准看護師養成所の指定等及び指導調査を行う。 

（1,123千円） 

 

 

 

 地域保健関係職員研修事業費（平成 7年度開始）「再掲」 健康安全局地域保健課 

 多様化する住民のニーズに適切に対応するために、保健所、市町村等の地域保健関係者に対し、地域保

健対策の理念を踏まえた幅広い研修を実施し、社会変化に即した知識、技術を習得させ、資質の向上を図

る。 

  ・職種別研修（医師、歯科医師、保健師、管理栄養士、歯科衛生士、理学・作業療法士等） 

（7,808千円） 

 

 

 

 介護福祉士養成施設運営費補助金（平成 7年度開始）道 経済部産業人材課 

 福祉人材を養成、確保するため、「社会福祉士及び介護福祉士法」の規定に基づく介護福祉士養成施設の

運営費に対して助成する。 

補 助 先 栗山町立北海道介護福祉学校 

補 助 率 定額 

（1,321千円） 

 

 福祉人材センター運営事業費（平成４年度開始） 福祉局高齢者保健福祉課 

子ども政策局子ども政策企画課 

 福祉・介護分野や保育所等で働きたい求職者と人材を求める事業所を結びつける無料職業紹介や、就労

希望者に対する説明会・講習会等を開催し、福祉・介護人材や保育所等の確保及び社会福祉事業の適正な

運営の確保を図る。 

（１） 福祉人材センター運営事業 

     委 託 先 社会福祉法人北海道社会福祉協議会 

     設置場所 北海道立道民活動センター（札幌市） 

     事業内容 就労斡旋、人材確保相談、人材確保調査研究、福祉職場就労説明会等 

（２） 福祉人材バンク運営事業 

     委 託 先 社会福祉法人北海道社会福祉協議会（6市社会福祉協議会に再委託） 

生涯を通じた歯と口腔の健康を推進するための体制づくり 

地域福祉を担う人材の養成・確保に向けた環境づくり 
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     設置場所 函館市、旭川市、苫小牧市、帯広市、釧路市、北見市 

     事業内容 就労斡旋、福祉職場就職説明会等 

（89,366 千円） 

 

 介護職員等研修事業費（昭和 57年度開始） 福祉局高齢者保健福祉課 

 介護事業に従事する職員等を対象に、その資質の向上を図るため、業務遂行上必要な研修等を実施する

ことにより、その資質向上を図る。 

（１） 資質向上研修事業 

委託研修 17研修     

（２） 登録研修機関初度経費支援事業 

補 助 先 登録研修機関 

補 助 率 10/10（基金） 

（73,226 千円） 

 

 保育士登録事務施行費（平成 15年度開始）道 子ども政策局子ども政策企画課 

 保育士資格取得者の登録事務の円滑な実施を図るための経費 

委 託 先 社会福祉法人日本保育協会 

（11,417 千円） 

 

保育士資格取得に係るシステム改修事業費(令和３年度開始) 子ども政策局子ども政策企画課 

 保育士試験の受験申請や登録申請の手続について、マイナンバーを活用した情報連携を可能とする

システムの構築に必要な費用に係る補助を行う。 

補 助 先 全国保育士養成協議会及び日本保育協会 

補 助 率 国１／２、道１／２ 

(3,069千円)   

 

 民間社会福祉施設職員等退職手当共済事業費補助金 

（昭和 36年度開始）道 
福祉局地域福祉課 

 民間社会福祉施設職員等の退職手当共済事業給付金として社会福祉施設職員等退職手当共済法に基づき

助成する。 

  補 助 先 独立行政法人福祉医療機構 

（1,150,338 千円） 

 

 介護従事者確保総合推進事業費（平成 21年度開始） 福祉局高齢者保健福祉課 

介護従事者等の安定的な確保を図るために次の事業を実施する。 

（１） 介護のしごと魅力アップ推進事業 34,000千円 

介護福祉士養成施設等がそのノウハウを生かし、若年層等への福祉介護の魅力紹介や地域住民へ

の正しい知識の普及啓発、イメージアップ等を図るための経費を助成する。 

     補 助 先 介護福祉士養成施設、社会福祉士養成施設、精神保健福祉士養成施設（以下「養成
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施設」という。）及び市町村等 

     補 助 率 10/10（基金） 

（２） キャリアパス支援等研修事業 43,380千円 

   ① キャリアパス支援研修事業 

福祉・介護人材の資質向上や定着支援を図るため、福祉・介護サービス従事者のキャリア形成

を促進するための研修を実施した場合に係る経費を補助する。 

      補 助 先 福祉・介護関係団体、養成施設、市町村、小規模事業所等で構成するユニット等 

      補 助 率 10/10（基金） 

   ② 実務者研修等支援事業 

介護福祉士国家試験の受験資格要件となる実務者研修等を福祉・介護サービス従事者が受講す

る際に必要な代替職員の雇用に係る経費を補助する。 

      補 助 先 福祉・介護サービス事業者等 

      補 助 率 10/10（基金） 

（３） 次世代の担い手育成推進事業 2,434 千円 

福祉・介護に関する理解を深めるため、幼稚園・小学校・中学校・高等学校及び特別支援学校等

の園児・児童・生徒・教員等に対し福祉・介護に関する有識者をアドバイザーとして学校へ派遣し、

福祉授業を実施する。 

（４） 職場体験事業 10,068千円 

福祉・介護の仕事に関心がある者に対し、職場の様子やサービス内容等を直接知ることができる

機会を提供する。 

委 託 先 社会福祉法人北海道社会福祉協議会 

（５） 介護のしごと普及啓発事業 30,609千円 

広く道民を対象に普及イベントや職場見学会等を実施するとともに、介護人材確保総合情報サイ

トを制作し、介護の仕事の魅力等について情報発信する。 

（６） 介護従事者定着支援事業 21,371 千円 

① 介護人材確保対策推進協議会 

介護職場の現状・課題等について関係機関・団体等が共通理解を図り、道内の介護人材の確保

及び定着に向けた対策を協議するとともに、施策や取組を連携・協働して推進することを目的に、

協議会を開催する。 

② 労働環境改善支援事業 

組織経営や人材マネジメントなどに精通した専門員を配置し、事業所の管理者等に対して人材

確保・育成に係る課題解決に向けた支援等を実施する。 

（７） 介護未経験者に対する研修支援事業 24,407千円 

① 介護技能習得推進事業 

介護職員初任者研修等指定事業者が福祉人材センター・バンクに求職登録している者等の介護

職員初任者研修及び生活援助従事者研修の受講費用を減免した際、その減免分を補助する。 

      補 助 先 介護職員初任者研修等指定事業者 

      補 助 率 10/10（基金） 

② 障がい者介護技能習得支援事業 

介護分野で就労を希望する障がい者の初任者研修を実施し、資格取得後は障害者就業･生活支
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援センター等と連携のうえ就業及び定着を支援する。 

（８） 介護事業所内保育所運営支援事業 15,219千円 

    介護従事者のため、介護事業所内保育所の運営に係る経費を助成する。 

      補 助 先 設置主体が民間、公的施設及び市町村（一部事務組合を含む。）である、道内の

介護サービス施設・事業所内保育所 

      補 助 率 2/3（基金） 

（９） 潜在的介護職員等活用推進事業 148,656千円 

介護分野での就業を希望する潜在的有資格者等を有期雇用契約労働者として雇用して、介護サー

ビス事業所・施設等へ紹介予定派遣し、実際の就業を通じて職場を見極める機会を提供することで、

派遣期間終了後の直接雇用に繋げる。 

（10） 離職した介護福祉士等の再就業促進事業 13,913千円 

北海道福祉人材センターに届出された離職した介護福祉士に対する最新の介護保険制度や再就

業のための研修会、職場体験の開催案内などの情報発信のほか、再就職準備金事業の活用など再就

業に向けた個別の相談支援などにより介護福祉士等の再就業の促進を図る。 

（11） 介護助手普及促進事業 2,600千円 

介護現場への多様な人材の就労促進を図るため、地域の多様な人材を介護助手として直接介助以

外の周辺業務に従事させるための事業（ジョブマッチング・ＯＦＦＪＴ研修）の実施費用の一部を

助成する。 

     補 助 先 介護サービス事業所、同一市町村内の複数の介護サービス事業者で構成される団体、

市町村等 

     補 助 率 10/10（基金） 

（12） 外国人介護人材受入研修事業 3,758 千円 

外国人介護人材の受入を検討する法人や事業所に対し、各種制度に関する研修を実施し、外国人

介護人材の受入に関する理解の促進を図る。 

(13） 入門的研修実施事業 20,806千円 

多様な人材の促進を図るため、介護未経験者に対して、介護に関する基本的な知識・技術を身に 

つけられるよう研修を実施する。 

（14） 認証評価制度実施事業 39,529千円 

    介護事業所における職員の人材育成や就労環境等の改善につながる取組について、道が作成する評価基

準に基づき評価を行い、水準を満たした介護事業所に対し認証を付与し「見える化」することで、働きや

すい環境の整備、新規参入の促進、離職防止・定着促進を推進する、認証評価制度を実施する。 

（15） 外国人留学生生活支援事業 18,520千円 

介護分野における外国人材の活用を促進するため、介護サービス事業所等が行う外国人留学生に対する 

奨学金等を助成する取組を補助する。 

補 助 先 道内の介護サービス事業所等 

補 助 率 1/3（基金） 

    （429,270千円） 
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 外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業費 

（平成 22年度開始） 
福祉局高齢者保健福祉課 

 経済連携協定（ＥＰＡ）又は交換公文に基づく外国人介護福祉士候補者が所定の滞在期間で介護福祉士

資格を取得できるよう、受入施設における学習全般に対する取組を支援する。 

  補 助 先 社会福祉施設等（受入施設） 

  補 助 率 10/10（基金） 

（3,518千円） 

 

 外国人介護人材受入支援事業費（令和元年度開始） 福祉局高齢者保健福祉課 

 外国人介護人材の円滑な就労及び職場定着を図るため、外国人技能実習制度や在留資格「特定技能１号」

により受け入れられている外国人介護職員に対し、介護技能向上のための集合研修を実施する。 

（3,387千円） 

 

 福祉系高校修学資金等貸付事業費（令和３年度開始） 福祉局高齢者保健福祉課 

 介護福祉士の資格取得を目指す福祉系高校に在学する学生への支援を行うほか、他業種で働いていた者

等に対する介護分野への参入促進支援を実施する。 

実施主体 社会福祉法人北海道社会福祉協議会  

  補 助 率 10/10（基金） 

（19,782 千円） 

 

 


